
　当基金の平成21年度決算は、去る
7月21日に開催された第12回代議員
会において審議され、可決・承認され
ましたのでお知らせします。

安心できる
年金給付の
ために

　みなさんの将来の年金給付を確かなものとするために、基金では毎年度、保有する資産について「継続基準」と「非
継続基準」という2つの基準で積立状況のチェックを行っています。「継続基準」による検証では、基金が今後も継続し
ていくことを前提として年金給付に必要な積立金が確保されているかどうかを検証し、「非継続基準」による検証では、
基金が当年度末時点で解散した場合に年金給付に見合う積立金があるかどうかを検証します。

◎検証の結果、当基金は掛金を引き上げる必要はありません。
　「継続基準」は基準値を上回っており、「非継続基準」は基準値を下回っておりますが、現行の回復計画で基準値を
クリアする見込みです。

区　分 当基金の積立水準 基　準　値

1.00以上

0.90以上

純資産額＋許容繰越不足金額　46,763百万円
責任準備金　　　　　　　　　38,813百万円

＝継 続 基 準

非継続基準
純資産額　　　　　　　　　　42,881百万円
最低積立基準額　　　　　　　50,022百万円

＝ 

平成21年度

日産連合企業年金基金

1.20

0.85

（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

（平成22年3月31日現在）

収入 311億5200万円 支出 259億1000万円

資産 652億5800万円 負債 611億8900万円

5,152百万円

4,760百万円

5,242百万円

3,288百万円
1百万円
60百万円

5,338百万円

17,223百万円

年金資産 43,169百万円

数理債務 60,901百万円

支払備金等 288百万円

別途積立金 4,069百万円

信託資産 29,428百万円
保険資産 2,415百万円
預貯金等 11,326百万円

特別掛金収入現価 22,089百万円

会社が支払った掛金等

今後支払われる予
定の特別掛金※を
現時点に割り戻し
た額
※標準掛金だけではま
かなえない債務「過去
勤務債務」を償却する
ための掛金

将来の年金給付
のために現時点
で保有していなけ
ればならない「責
任準備金」に過
去勤務債務を加
えた額

21年度分給付費
で22年度以降に
支払われた額

掛金等収入

他制度からの受換金

特別掛金収入現価増加額等

運用収益

年金・一時金等を支給した額

当年度剰余金

信託銀行・生命保険会社等に支払った
運用手数料・業務委託費等

数理債務等が前年度より増加した額

前年度までの不足金を処理した額

給付費等

他制度への移換金

運用報酬・業務委託費等

数理債務等増加額

繰越不足金処理金

平成21年度の収支状況

平成21年度末の年金資産積立状況

10,465百万円

10,775百万円



　平成21年度の当基金の時価ベース資産運用利回りは、各国政府による景気刺激策などにより景気回復期待が高まり、株式市
場が大きく上昇したため18.05％と好成績となりました。また、平成21年度の運用収益額は47億6000万円となりました。

（平成22年3月31日）

加入者数
　男　　　　16,402人
　女　　　　　2,007人
　計　　　　18,409人
掛金収納状況
　納付額　5,151,830,207円
　納付率　100％

給付状況
　■老齢給付金
　　年　金　3,327件　
　　一時金　　300件　
　■脱退一時金
　　　　　　　550件　　
　■遺族一時金
　　　　　　　　25件　　　

1,205,916,918円
1,219,920,800円

800,798,100円

61,142,400円

（362,464円）
（4,066,403円）

（1,455,997円）

資産構成割合

（平成22年3月31日現在）
運用機関別資産割合資産合計

318億4300万円

資産合計
318億4300万円

※掛金は全額事業主（会社）が負担しています。

グローバルＲＥＩＴ
1,746百万円
6％

グローバル株式
（内外一体）
11,554百万円
36％

外国債券
5,569百万円
17％

国内債券
10,559百万円
33％

一般勘定
2,415百万円
8％

信託銀行
7,633百万円
24％

生命保険会社
2,415百万円
8％

投資顧問会社
21,795百万円
68％

平均額

平成21年度の資産運用結果及び資産構成割合（預貯金等を除く）

基金の業務概況は　　　　　　　　　　　　　（平成22年3月31日）

○既に加入事業所をご退職されている方（受給待期者）で、今回
送付しましたご住所に変更がある場合は、下記へ必ずご連絡い
ただきたく、お願いいたします（含む氏名変更）。これは支給開始
年齢（60～65歳の間）に到達されましたら、現在登録されていま
すご住所に、当基金にてお預かりしている年金の「手続き案内」
を送付するためです。
　また、今後も住所変更等された場合は同様にご連絡いただきま

すよう、重ねてお願いいたします。ご住所の確認が取れませんと、
「手続き案内」の送付が不可となります。
○一時金への選択替えについて
　当基金にてお預かりしております年金につきましては、年金支給
開始年齢（60～65歳）到達時までの間、ご希望があれば一時金
選択（一括清算）も可能ですので、申出願います。（手続き書類を
送付いたします。）

平成22年7月

住所変更住所変更住所変更 等のご連絡のお願い（60歳未満の退職者様対象）

日産連合企業年金基金
 〒220-0011　神奈川県横浜市西区高島2-6-32　日産横浜ビル
 TEL 045-444-2381　FAX 045-444-2382

お問い合わせ先

　合　計 3,287,778,218円

http://www.nrkikin.jp/

＜国内債券＞
国債が中心。償還時の利回りが確
定しているため、株式に比べると
リスクが小さい。

＜外国債券＞
国内市場にない商品があり、国内
債券に比べ比較的高い利回りが見
込まれる。

＜生保一般勘定＞
元本と一定の利率が保証されてい
る生命保険会社の運用商品。他基
金の資産と合同で運用される。

＜グローバル株式＞
景気と連動性が高く、高いリター
ンが期待できる一方、ハイリスク
も見込まれる。

＜グローバルREIT＞
不動産賃料収入を収益源とした運
用商品。不動産価格がリターンに与
える影響に留意する必要がある。

用
語
解
説

日産連合企業年金基金　加入事業所数：83社　平成22年4月現在
※事業所名はホームページを参照願います。


